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日本は、なぜ、国内の反対が強かった TPP 交渉に参加する政治
的決断を行い、厳しい交渉を経て妥結させ、米国が離脱した後に残
された 11 ヵ国をまとめ、CPTPP を実現したのか。高いレベルのル
ールと市場アクセスを内容とする CPTPP を主導した日本は、国際
情勢の変化とともに自由貿易体制が変容を迫られる中、どのような
課題に直面しているのか。

自由貿易体制の停滞と
初期の日本のFTAの限界

第二次世界大戦後の自由貿易体制は、1930 年代の保護主義の蔓
延が大戦の一因となったとの反省を踏まえて構築された。1948 年
に発効した関税及び貿易に関する一般協定（GATT）は、最恵国待遇・
内国民待遇を大原則とし、計8回の多角的交渉を経て、関税を相当
程度削減するとともに貿易関連ルールを整備した。1945 年に 40～
50％であった先進国の平均関税率は3％前後にまで引き下げられた。
日本は、1955年にGATTに加盟し、貿易拡大を通じて高度経済成長
を実現したが、米国はこれに対し保護主義的な圧力を強めた。しか
し、GATTは紛争処理手続における迅速性・実効性を欠いていたた
め、その枠外で一方的措置によって紛争解決を図る動きが多発した。

1995年1月に発足したWTOの最大の眼目は、紛争処理手続の抜本
的強化だった。全会一致で反対しない限り決定・採択される方式の
導入、WTO 紛争処理解決手続によらない一方的措置発動の禁止、
手続の迅速化・円滑化、パネル（小委員会）報告の法解釈について再
審査を行う常設の上級委員会の設置により、その実効性が高められた1。

しかし、この自由貿易体制は、WTO ドーハ・ラウンド以降、停
滞を深め始めた。交渉開始から 20 年以上が経過した現在でも、貿
易円滑化協定（TFA）の妥結などの一部を除いて、交渉は膠着状態
に陥っている。この他、成果が上がっているのはドーハ・ラウンド
の枠外で、政府調達協定改正（2014）や情報技術協定（ITA）改定
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（2015）など、WTO全加盟国ではなく締約国を対象とするプルリ協
定である。

WTO交渉の停滞を受けて増加したのが、2カ国以上の国・地域が
相互に関税その他の貿易制限的措置を一定の期間内に撤廃・削減す
ることを定めた自由貿易協定（FTA）であった。1990年以前は、世
界のFTAは約20件にとどまっていたが、1990年代の10年間に約60
件増加し、現在、世界には約 380 の FTA・経済連携協定（EPA）が
存在している2。

東アジアは、1990年代末まで、ASEAN自由貿易地域（AFTA）を
除きFTA空白地帯だった。この地域では、特にプラザ合意以降、無
条件の最恵国待遇を原則とする多角的自由貿易体制の下で貿易・投
資の域内依存度が高まり、高成長が持続していたため、域外差別的
な制度による経済統合は否定的に捉えられていた。しかし、1980
年代後半以降、欧州や北米における制度的な経済統合への動きが高
まり、これが APEC によっても WTO の発足によっても減速しなか
ったこと、アジア通貨危機を経てアジアの成長ダイナミズムへの自
信が揺らいだことなどから、アジア諸国は世界の地域統合の流れか
ら取り残されることへの危機感を強めた。1998年の日韓FTA3の研
究開始以降、様々な二国間FTAが一挙に広がっていった4。

日本では、農業について WTO 以外の場で自由化交渉が行われる
ことへの強い懸念があり、FTAについては当初研究を行うにとどま
っていた。しかし、WTO を補完する政策の選択肢を確保する観点
から、農業への影響が実質的に懸念されないシンガポールとのFTA
交渉を2000年に開始し5、2002年に日本・シンガポール新時代経済
連携協定を発効させた。

WTO ドーハ・ラウンドが膠着状態に陥ってからは、例外なき関
税撤廃という高い目標を掲げる二国間の自由貿易協定（FTA）締結
が活発化した。これを先導したのがニュージーランドとシンガポー
ルであり、両国の FTA（2001 年）や両国にチリとブルネイを加え
た P4 協定（2006 年）が締結され、これをベースとした環太平洋パ
ートナーシップ（TPP）協定が検討されるようになった6。
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これに対し、日本は、ASEAN 諸国やメキシコ、チリとの FTA を
締結したが、競争力の弱い分野の関税撤廃・引下げの余地が限定的
であるため、交渉上の立場に制約があり、高いレベルの関税撤廃や
ルールの合意を盛り込めないでいた。また、日本の競争力の弱い分
野に強い関心を持つ国々との交渉には、なかなか踏み込めず、交渉
を開始しても難航した。このため、FTA でカバーされる貿易量 7 は、
2014 年に初めて 20% を越えるなど、2010 年代前半まで低い水準に
とどまっていた8。FTAの遅れを指摘する声が上がった9が、各省の
縦割りを超えた調整は行われなかった10。

FTA交渉を加速した日本： 
第二次安倍政権のリーダーシップ

WTOドーハ・ラウンドが停滞した要因の一つとして、中国が、先
進国市場へのアクセスを享受し急速に成長し競争力を高めたにもか
かわらず、途上国としての立場を強調し、ただ乗りのまま、先進諸
国と歩調を合わせて自由化に取り組もうとしなかったことが挙げら
れる。中国のこのような交渉姿勢を乗り越えて貿易自由化を進める
ためには、まず中国が参加していないところで高いレベルのルールを
作り、そのルールにコミットしている国や地域の市場が十分に大きい
ので中国も参加するインセンティブを持つ、参加のために必要な 
国内制度改革をしなければ経済的な損失になる、というレバレッ 
ジを作ることが必要になる 11。これが、TPP の通商戦略上の意義 
だった。

TPP交渉への参加の検討は、民主党政権下で開始され、野田政権
で参加検討のための情報収集が始まった 12 が、これまでの FTA・
EPAとは質的に異なる、高いレベルの市場アクセスを求めるTPP交
渉に対しては、国内に強い反対があり、調整は難航を極めた。TPP
交渉への参加、そして交渉妥結を実現したのは、第二次安倍政権で
ある。日本の狙いは、TPPに参加することで、競争力の弱い分野へ
の支援を輸入障壁に依存するという日本の国内問題を克服するとと
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もに、対中レバレッジを獲得し、一石二鳥でグローバルな通商交渉
の停滞を打破することだった13。

2013年3月15日、TPP交渉への参加を表明した安倍首相（当時）は、
米国とともに新たな経済秩序の形成を主導し、「自由、民主主義、
基本的人権、法の支配といった普遍的価値を共有する国々 [ 中略 ]
と共に、アジア太平洋地域における新たなルールをつくり上げてい
く」ことで、日本の利益をもたらすだけではなく「世界に繁栄をも
たらす」と表明した14。政府は、交渉参加に当たり、縦割りを克服
し統一的な交渉方針を機動的に形成できるよう、国内調整と一体化
された官邸主導の交渉体制を確立した15。

日本は 2013 年 7 月から交渉に参加し、2015 年 10 月に交渉全体が
妥結し、2016 年 2 月には 12 か国が TPP 協定に署名した。しかし、
2016 年 11 月 8 日に行われた米国大統領選挙を制したのは、就任次
第TPPから離脱すると公約していたトランプ候補だった。当時、日
本国内では、TPP の承認案と関連法案の国会審議の最中であった。
安倍首相は、直ちに動いた。11 月 10 日、当選直後のトランプ次期
大統領に電話で祝意を伝え、リマで開催されるAPEC首脳会議に向
かう途上の 11 月 17 日、ニューヨークで就任前の次期大統領との異
例の会談を実現させ、TPPの戦略的意義を説明した。次期大統領の
翻意は得られなかったが、後の TPP11 推進の素地となった。その
直後、リマでは、TPP各国首脳に国内手続の遂行を呼びかけた。12
月 9 日に国会の承認を得ると、安倍首相は、翌年 1 月中旬の外遊で、
豪州のターンブル首相、ベトナムのフック首相に、米国の参加が得
られなくとも TPP を成立させることを提案し、合意を取り付けた。
日本は、トランプ政権発足直前の1月20日に、国内手続の完了を寄
託国ニュージーランドに通報し、最初の TPP 協定締結国となった。
それは、「TPPは死なせない」という日本の意思を示すものだった。
一方、トランプ米国新大統領は、就任後初めて執務室に入った1月
23日、TPPからの離脱を指示する覚書に署名し、1月30日、米国は
正式に TPP から離脱した。日本は、その後の TPP11 の交渉を一貫
して主導し、2018年3月8日にCPTPP署名に導いた。シンガポール
の交渉官は「日本は米国の言いなりだとずっと思っていたが、そう
ではないことがわかった」16と述べ、米国からは「日本は米国の市
場アクセスが欲しいだけだと思っていたが、米国が離脱しても
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CPTPP を実現したのを見て、日本は本当に自由貿易の推進にコミ
ットしているのだと理解した」との声が上がった17。

日本が、TPP交渉に臨むにあたってそれまでの対応からは想像で
きないような変革に踏み切った背景には、通商国家としての発展を
支えた WTO においてドーハ・ラウンドが停滞すると共にこれを補
完する自らの FTA も停滞していること、中国が WTO 加盟後に経済
的に躍進したにもかかわらず、国家資本主義的な政策を強化し、こ
れを制約するルールのアップデートに消極的であることに何らの効
果的な対処ができないことへの強い閉塞感と危機感があった。そし
て、日本にとってTPPが、通商協定の一つであるにとどまらず、台
頭する中国に対し各国と協調して向き合うという大きな戦略的意義
を持ったことが、米国の離脱に直面してもこれを実現させるという
その不屈の取り組みを支えた。

第2次安倍政権は、CPTPP以外にも、FTA・EPAを次々に実現した。
第一に、二国間では、TPP 交渉中に日豪経済連携協定を妥結させ、
これが TPP 交渉の局面打開に寄与した。停滞していた日 EU・EPA
交渉については、2017 年以降加速させ、同年 12 月に妥結させた。
2019 年には、TPP から離脱した米国との日米貿易協定、日米デジ
タル貿易協定を締結した。第二に、アジア太平洋において中国と戦
略的競争関係にある米国に配慮しつつ、地域的な包括的経済連携

（RCEP）によって、ASEAN+3に豪州、ニュージーランド、インド（19
年 11 月に離脱）をつなげる役割を担った。FTA でカバーされる貿
易量は2021年3月時点署名済みで8割を超え18、日本のFTA締結の
遅れが克服された。

WTOの弱体化

一方、自由貿易体制の基盤である WTO は、大きな課題を抱えて
いる。
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第一に、立法機能が停滞している。WTOには現在、164カ国・地
域が加盟しており、多様な国々が異なる利害を持つ中、ドーハ・ラ
ウンドの妥結には全会一致が必要であるため、その進展が期待でき
ない状態になっている。他方、この状況を打開するため、有志国が
ルール作りを議論するJoint Statement Initiative（JSI）の動き19が出
ており、2021 年 12 月には、サービス貿易に関する国内規制の透明
性を高める等の規律に 67 カ国・地域が合意した 20。ただ、このよ
うな動きに対しては、インド、南アフリカを中心に一部の新興国な
どから反発がある。また、ウクライナに侵略したロシアに対する反
発は、WTOにおける議論をさらに停滞させている21。

第二に、紛争解決手続の機能不全である。米国は、補助金協定上
の公的機関の認定に関する上級委員会の判断は「中国の非市場経済
的な慣習を擁護するもの 22」であると強く反発し、上級委員会は、
条文の過大な拡大解釈（司法積極主義）の結果、条文を超えたルー
ルの司法的創造（“overreach”）を行なっているとしてこれを批判し、
2017 年夏以降委員の選任・任期更新にことごとく反対してきた。
このため、2019 年 12 月以降、個別案件を審議する部会（3 名の上
級委員が必要）を構成できず、同委員会は機能を停止している。こ
の間、これを悪用し、空席の上級委員会に上訴して紛争処理手続を
事実上止める、いわゆる空上訴（“appeal into the void”）案件が増
加し、無期限に解決されない紛争が増加しつつある。

第三に、米中対立が、貿易紛争の域に止まらず、覇権競争に先鋭
化し、米中それぞれが安全保障上の理由による一方的措置を多用す
るようになったことである。米国通商法301条措置とその報復、輸
出・投資管理の強化、米国の域外適用に対し中国による報復を可能
にする制度の導入などの動きが見られる。しかしながら、WTO の
安全保障例外(GATT21条)の援用は、ロシア・貨物通過事件（DS512）
パネル報告(2019年4月)23の解釈を前提とすれば、同条各号に規定
される状況下に限られる。加えて、安全保障例外の発動は、各加盟
国の完全な自己判断に基づく裁量に委ねられるのではなく、パネル
により事後的にGATT21条の規定への適合性を審査される。各国が
安全保障を理由に導入している措置は必ずしも同条が規定する狭い
特定の状況に限定されるものではなく、WTO が規定する貿易・資
本移動の無差別・自由化原則に反する可能性がある。
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このような安全保障例外の解釈を巡る不透明性は、WTO に止ま
らず、経済連携協定・投資協定でも同様の状況にある。このため、
上記のような安全保障を理由とした貿易・資本移動の制限は、これ
らの貿易・投資規律にも適合しない可能性がある。

第四に、上記の他にも、立法当初の想定を超えて中国が国家主義
的な政策を強化する中で、補助金ルールの空洞化が深刻化している。
現在の WTO 補助金規律は、輸出補助金・ローカルコンテント補助
金を除き、市場における損害発生の有無を基準にして相殺の可否を
判断する構造になっている。このため、米国が懸念する軍民融合の
先端技術開発に対する研究開発支援、過剰生産設備を産む「ゾンビ
企業」の存続に対する支援などを、その影響が市場において顕在化
しない限り、規律することはできない。また、資金的貢献の存在を
前提にしているので、規制上の優遇による支援については規律対象
外になっている。加えて、国有企業による補助金その他の支援を直
接規律できる局面は限定的である。また、透明性の欠如も深刻であ
り、WTOへの通報制度も実質的に空洞化している。

経済安全保障と 
サプライチェーンの再構築

2018 年以降米国は、中国の軍⺠融合戦略を念頭に、技術流出防
止や米国内情報通信インフラの信頼性確保を目的とする各種貿易投
資規制を次々に導入し、同盟国に協調を呼びかけた。この動きは超
党派の支持によるもので、バイデン政権においても一貫している。

これに対し、中国では、国内の巨大市場の優位性を基礎として国
内外の循環を相互に促進させる「双循環 24」の考え方が示された。
2020年4月の習主席談話25は、国内循環の円滑化により世界中の資
源が引きつけられる「引力場」の形成を促し、「切り札的」（中国語：

「杀手锏」）技術を鍛え、国際的な産業チェーンを中国に強く依存さ
せ（中国語：「拉緊」）、外部からの産業チェーンの断絶に対して「強
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力な反撃力と抑止力を構築する」との方針を示した。国内市場を成
長の基礎とし、先端技術の優位性を追求し、他国の中国に対する技
術依存度を高めることで、サプライチェーンの断絶を抑止するとい
う考え方である。中国は、この方針に基づき、外国法の域外適用に
対抗する法令の導入や産業政策の強化を進めた。

より直接的に通商秩序に打撃を与えているのが、経済的手段を武
器化して相手国・地域に特定の行動（経済政策に限らず）を選択す
るよう圧力をかける「経済的威圧」の動きである。例えば、2020年、
中国が豪州産の大麦、ワイン、肉・乳製品、生鮮魚介類、丸太、木
材、石炭、綿花に対し、次々と市場アクセス制限措置を導入したこ
とは、豪州が新型コロナウイルスの発生源を巡り中国に独立調査を
求めたことに対する報復措置の一環と受け止められている。米国は、
先述の中国の双循環の取組が、このような経済的威圧の基盤を強化
するものと警戒している26。

2021年3月、日米豪印首脳会合は、共同声明27で「我々は、自由
で開かれ、包摂的で健全であり、民主的価値に支えられ、威圧によ
って制約されることのない地域のために尽力する」として、経済的
威圧に協調して立ち向かう姿勢を示した（下線筆者）。IPEFがサプ
ライチェーンの強靭化を重要な要素としているのは、同志国間の協
力によって経済的威圧に備える狙いがある。2022 年 5 月 11 日に成
立した経済安全保障推進法におけるサプライチェーンの強靭化、基
幹インフラが提供するサービスの安定確保は、経済的威圧を受けて
も耐えられる強靭性を備えることを目的としている。これにより、
経済的威圧に対する抑止力（効果が薄く、無駄だと思わせる拒否的
抑止）を高め、予防的に回避する効果が期待される。

2018 年以降激化した米中対立は、すでにサプライチェーンの再
構築を余儀なくしていたが、COVID-19 によって導入されたロック
ダウンや移動制限に伴う原材料供給、生産、流通の停滞、そしてマ
スク、ワクチン、医薬品、医療機器など感染対策に不可欠な物資の
輸出制限により、サプライチェーンの脆弱性が一層意識されるよう
になった。不可欠な医療物資以外にも、コロナ禍によるデジタル機
器需要の高まり等を受けて、半導体やレアアースなどのグローバル
な供給網に対する地政学リスクがさらに強く意識されるようになっ
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た。米国では、2021年2月の大統領令14017号28で指示した重要品目・
分野のサプライチェーンの評価の結果報告29を受けて、重要品目の
国内生産・研究開発や同盟国・友好国からの調達の取組み “friend-
shoring” が 30 進められている。このような経済安全保障の視点が各
国の政策に浸透する中で、企業の経営判断としても、リスク管理を
重視しサプライチェーンの強靭性を高めるため、原料調達先や生産
拠点をリスクの低いと見られる国々に移し、または分散させるなど、
世界の貿易・投資の流れが変わりつつある。このような現状につい
て、価値を共有し、信頼できる同志国だけで自由貿易を深化させる

「信頼ある自由貿易（free trade with trust）」体制に既に移行してい
る31との見方がある。ロシアのウクライナ侵略に伴う経済制裁や物
流の遮断は、世界のサプライチェーンにさらなる打撃を与えている。

デジタル・ルール形成の動き

国際通商システムが揺らぐ中、デジタル分野では新たなルール形
成の動きが見られる。経済連携協定の中に電子商取引章を設ける動
きは、豪シンガポールFTA（2003年2月署名）以降、広く見られる
ようになっている。

特にTPPは、いわゆる電子商取引の「TPP3原則」とされる、①「事
業実施のための国境を越える情報移転の自由の確保」（データの自
由流通）、②「サーバー等コンピュータ関連設備の自国内設置要求
の禁止」（データ・ローカライゼーション要求の禁止）、③「ソース
コードの開示・移転要求の禁止」を規定し、CPTPPに引き継がれた。
これらの規律に対しては、一定の条件の下での公共政策による例外
のほか、CPTPPの一般的な安全保障例外（29章）が適用される。

日米デジタル貿易協定では、ソースコードの開示・移転要求の禁
止の対象に「ソースコードにおいて表現されるアルゴリズム」が追
加され、日英 EPA では、暗号製品等の暗号開示の要求又は特定の
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暗号の使用要求をしてはならないとする「暗号法を使用する商業用
の情報通信技術製品」条項も規定されるなど、よりレベルの高いル
ールが導入されるようになっている。

これに対し、RCEPの電子商取引章では、TPP3原則のうち、①デ
ータの自由流通（12.15条）、②データ・ローカライゼーション要求
の禁止（12.14 条）は規定されたが、③ソースコードの開示・移転
要求の禁止は入らなかった。また、RCEPの12.14条3項、12.15条3
項の安全保障例外規定は、ある締約国によるこれら例外の援用を

「他の締約国は争ってはならない」としており、同章違反を紛争解
決手続に付託することができない（12.17条3項）こととされている。

TPP3 原則をグローバルにどこまで共有できるかの試金石として
注目されるのが、WTOの有志国による電子商取引交渉、「電子商取
引に関する共同イニシアティブ」32 である。2017 年 12 月の第 11 回
WTO 閣僚会議で検討が始まり、2019 年 1 月、加盟 76 カ国が合意し
て交渉が本格化した。現在 86 カ国が参加し、米国・EU・中国が一
堂に会する世界最大のデジタル貿易ルール交渉である。日本、豪州、
シンガポールが共同議長を務め、既に、8 つの条文（①オンライン
の消費者保護、②電子署名及び電子認証、③要求されていない商業
上の電子メッセージ、④政府の公開されたデータ、⑤電子契約、⑥
透明性、⑦ペーパーレス貿易、⑧開かれたインターネット・アクセ
ス）に合意し、TPP3 原則に関わる越境データ流通、データローカ
ライゼーション、ソースコード等の分野について条文提案を統合し
た。参加国は、多国間での電子商取引に関税を賦課しない「モラト
リアム」の継続を支持しており、その恒久化が今後の課題だ。2022
年末までに大多数の論点で収れんさせることを目指している33。

シンガポール、チリおよびニュージーランドによるデジタル経済パー
トナーシップ協定（Digital Economic Partnership Agreement(DEPA)）は、
デジタル分野に特化した協定であり、中国、韓国、カナダが加入を
申請した。同協定は、サービス分野の FTA に「相当な範囲の分野」
(substantial sectoral coverage)を対象とすることを求めるGATS第5条
との整合性の観点からか、TPP3 原則に関わる規定では “shall” では
なく“affirm their level of commitments”という文言を用い、ANNEX I
で明記するとおり、法的拘束力のある規定となっていない。他方、
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デジタル ID、フィンテック協力、電子決済の促進、人工知能の信
頼構築、デジタル包摂性など既存の協定にはない新しい協力の要素
が盛り込まれている。

他にも、豪・シンガポール DEA、韓・シンガポール DEA など、
アジア太平洋地域でデジタル・ルール形成の動きが相次いでいる。
IPEFにおいてもデジタル・ルール策定が検討されている（第2章）。

なお、デジタル化が生活のあらゆる側面に及ぶようになり、各国
が重視する価値の問題との関わりが生じるルールについては、国内
法制の構造の違いもあり、共通化がより困難になる。

米欧でプライバシー保護についてのアプローチが異なることはそ
の最たるものである。プライバシーを基本的人権と位置付ける EU
は、TPP三原則のうちデータの自由な流通を貿易協定に盛り込まな
い姿勢を堅持している。しかし、民主主義の価値観や原則を共有し
ている以上は、相違を乗り越えて協力する方法が見出せると考えら
れる。米欧が個人データへの政府アクセスの問題についてデータ・
プライバシー枠組（Trans-Atlantic Data Privacy Framework）に原則
として合意できたことは、明るい材料である。経済協力開発機構
(OECD) のデジタル経済政策委員会は、民間部門が保有する個人デ
ータへの政府アクセスについて、法執行と国家安全保障の必要と個
人の権利の保護を調和させるため、ハイレベルの原則または政策ガ
イダンスを定める可能性について検討作業を行なっており、そこに
含みうるものとして、①政府が個人データへのアクセスを強制でき
る法的根拠、②アクセスが正当な目的を満たし、必要かつ比例的な
方法で実行されるという要件、③透明性、④政府のアクセスに対す
る承認と制約、⑤機密性・完全性・可用性のセーフガードを含む取
得した個人データの取り扱いに関する制限、⑥独立した監視、⑦効
果的な救済に関するセーフガードの 7 項目を挙げている34。より多
くの国々の参加を得るため、民主主義の価値を持ち出さずに、デュ
ープロセスの要素を確保するアプローチをとっているものとみられ
る。制度のアプローチが大きく異なる米欧がバイの枠組に原則合意
したことで、OECD における議論が加速されることが期待され、
OECD で原則が確立されれば、今後の通商協定におけるデジタル・
ルールをアップデートする基礎になり得る。
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これに対し、権威主義国家のデジタルガバナンスは、統制強化の
手段となっており、偽情報の流布や監視技術の悪用にどのような基
準で対応するのかなど、民主主義的価値を共有するかどうかにより、
受け入れられるルールが全く異なることが想定される。例えば、中
国は、2021年11月の共産党歴史決議 の中で、インターネットは「イ
デオロギー闘争の中心地であり、主戦場であり、最前線である」と
の認識を述べ、党中央が「ネット世論にしっかり対応しなければ長
期政権は実現しないと明確に指摘した」ことを受けて、「インター
ネットに対する指導体制と管理体制を整備し、法に基づくネットワ
ーク管理を堅持し、クリーンなネットワーク空間を築き上げた」と
している。

相次ぐ新規CPTPP加入申請

CPTPP には、2021 年 2 月に EU を離脱し新たな通商関係の構築を
進める英国が加入申請し、同年6月に交渉を開始した。さらに、同
年9月には中国と台湾、12月にはエクアドルがそれぞれ加入を申請
するなど、CPTPP への各国・地域の関心が高まっている（表❶
「CPTPPへの加入申請状況」）。

相次ぐ新規CPTPP加入申請に日本はどう臨むべきなのか。また、
より根本的な問いとして、通商秩序の再構築に向けて、日本はどの
ように取り組むべきか。

この問いを念頭に、第2章では米国の動向を概観する。
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